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基本制度ワーキングチーム(第 12 回会合)開かれる 
 
 

5 月 3１日（火） 政府の子ども・子育て新システム検討会議の基本制度ワーキングチームの会合

が開かれました。全日私幼連からは、北條泰雅副会長が出席しました。当日は「幼保一体化ワーキ

ングチームにおける議論の報告について」と「質の改善について」の議論が行なわれました。 

「幼保一体化ワーキングチームにおける議論の報告について」の議論では、新たな総合施設（仮

称）について、株式会社、ＮＰＯ法人等に規制なき参入を求める意見が多数ありました。 

北條副会長は『資料に示された総合施設は、幼稚園と保育所が併存することが前提にされている

と理解する』『質の水準については幼稚園、保育所の高い方に合わせるという議論がこの会合では続

けられてきた。しかし、資料内には「幼稚園と保育所の双方に求められる質の水準を基本とする」

とされており、｢高い方｣という表現が消えている。『総合施設が私立の児童福祉施設であると同時に

私立の学校という位置づけにするならば、私立の学校としては、設置主体は教育基本法第６条、学

校教育法第２条、私立学校法第３条の法体系に位置づけられた学校法人であるということになる。

仮に、我が国の学校教育法体系に大幅な変更が求められるとすれば、あらかじめ選挙により国民の

信を問うべきである』と発言しました。 

「質の改善について」の議論では、「新システムの実施に向けた考え方(別紙参照)」の資料より、

財源について追加所要額として１兆円超(２０１５年)が必要と示されました。 

また、駒村委員は幼保一体化の目的には子どもたちの福祉と幼児教育の充実がある一方で、労働

政策としての側面があると発言しました。 

最後に末松座長より、基本制度ワーキングチームは「税と社会保障の一体改革」へ向けて更なる

議論が必要なため、再度の日程調整することの説明があり終了しました。 

〔今号は２枚〕 
 

※都道府県団体におかれましては、お手数ですが本紙を加盟園へご伝達くださいますようよろしくお願い申
しあげます。 
※幼保一体化に関しましてご意見がありましたら全日私幼連宛に FAX またはメールでお寄せください。 
ＦＡＸ：03-3263-7038 メール：info@youchien.com 
 
基本制度ワーキングチーム、幼保一体化ワーキングチーム、こども指針（仮称）ワーキングチームの会議資料
等は、内閣府「子ども・子育て新システム検討会議」のホームページに掲載されています。 
http://www8.cao.go.jp/shoushi/10motto/08kosodate/wg/index.html 

全日私幼連ホームページでは幼保一体化検討の経緯概要、東日本大震災の対応

などの資料を随時掲載しております。http://www.youchien.com/ 




